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はじめに

　標題は，定年退職の節目の時点に際会する高等教育の一研究者がこれまで手掛けてきた研究を自
分なりに多少整理を試みることを意味する。高等教育研究に専念した期間は，広島大学の大学問題
調査室（1970－71），大学教育研究センター及び高等教育研究開発センター（1988－現在）という高
等教育研究の専門機関における期間に限らず，学生時代を起点に現在まで間断なく持続した点を強
調すれば，実に40年という長期になることに自分自身でも驚かされる。
　この間に手掛けた主たる研究は，大枠としては次のような領域に跨っていると考えられる。第 1

は，教育社会学の研究であり，これは社会化研究，逸脱行動の社会学的研究，社会病理・教育病理
の研究などが主たる内容である。第 2は，科学社会学の研究であり，これは科学社会学理論の研究，
科学社会学と高等教育研究の接続，知識論，知識社会論，学問的生産性，研究の研究，研究機能の
研究，大学院の研究などに関わるものである。第 3は，評価・報賞体系の研究であり，これは広く
は報賞体系や評価体系の領域に属するが，主要には大学評価の研究に属するものである。第 4は，
アカデミック・プロフェッション＝大学教授職に関する研究であり，これは大学教授職の国際比較
研究，FD制度化の研究などが主たる対象となる。第 5は，大学改革あるいは高等教育改革の研究
であり，大学改革の社会的条件・社会的機能・社会的構造，学部教育・学士課程教育，大学院教育，
カリキュラム，学生，ガバナンス・管理運営，研究・教育・学習の統合などの問題を扱っている。
これらの領域は多様であり，個々ばらばらであるようにも見えるが，概して，個人，学会（専門分野），
専門職（大学教授職），大学などの社会化（socialization），制度化（institutionalization），アイデンティ
ティ（identity）形成などの問題を学問的に追究することを通して，教育社会学，とりわけ高等教育
論（学）を追究している点では共通性が見られると言えるだろう。それと同時に，高等教育論（学）
の追究の問題に対して，方法論的には「教育社会学」（sociology of education）ならびに「科学社会学」
（sociology of science）の理論や方法を踏まえて，比較学と社会学を合成した「比較社会学」（comparative 

sociology）のアプローチによって研究して来た点も共通性を見出すことができると言えるだろう。

＊広島大学高等教育研究開発センター長／教授
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１．高等教育研究の開始

⑴　学生時代̶高等教育研究事始め
　高等教育研究に着手したのは，1960年代前半に卒業論文「アメリカの大学入試制度に関する研究̶

CEEBを中心に̶」に取り組んだ時である1）。なぜ当時大学入試を取り上げたのかを想起すると，「大
学紛争」の最中であった当時，大学問題に自然に関心が芽生えたのに加え，「学歴主義」や「受験地獄」
に関して書かれた文献からも影響を受けて，大学入学試験のあり方をいかに改善すればよいか自分
なりに考え始めていたからである。日本の受験地獄はなぜ解消できないのか，それが無いと言われ
るアメリカの入試制度はどのようなものか，という素朴な問題意識から大学入試センター導入の先
例とも言えるCEEB（College Entrance Examination Board）を中心に研究した。その結果，日米間に
社会選抜の考え方に相違があることを見出したと同時に，両者には進学の階層格差が存在する点で
は共通性があることを見出した。そのような格差は半世紀近く経過した現在でも決して解消されて
いないどころか，むしろ拡大していることを直視すると，現時点でも時空を越えて新たな問いと分
析が必要になるはずである。それはそれとして，この卒論提出が自分の考える高等教育研究事始め
の時点であり，爾来40年が経過した。
　今から回顧すると，当時は，森羅万象を研究するにもかかわらず，大学や高等教育を研究する学
者は極めて希有であり，研究自体が一種の「タブー視」された時代というほかなく，そのような奇
特な研究者がいても一種の「変人」扱いされた時代であると言っても過言ではあるまい。現在の「高
等教育研究ブーム」が到来するとは誰しも夢想だにしなかったし，彼我の間には天と地ほどの落差
があった。この事実に照らせば，高等教育研究に早い時期に関心を抱き「変人」の仲間入りを果た
したことになる。
　とはいえ，修士課程では事情があって他の研究を手掛けたので，厳密に言えば直線的に高等教育
のみに研究の矛先が向いたのではなく，多少の道草を喰った事実を白状せざるを得ない。しかし横
道に逸れたのは後にも先にもその時期のみで，終始一貫して高等教育研究に邁進した。その逸脱の
時期は，「逸脱行動の社会学的研究」において，マートンの逸脱行動論を中心コンセプトとして研
究したので，当然，彼の所論の中心を占めるアノミー論を始め，構造－機能主義，順機能・逆機能，
潜在的機能・顕在的機能，機会構造，優位性累積の原理などの概念，さらには社会病理や教育病理
の概念が高等教育研究の領域においても有効だと意識するようになった。その自覚を持ったことは
以後今日まで決して無駄ではなかったし2），そればかりか，研究内容的にマートンのアノミー論が
逸脱行動論を理解する上で重要な概念になったのに加え，その概念自身を媒介に以後の高等教育研
究との架橋が実現した意義は決して少なくないと言わざるを得ない。
　本格的に，高等教育へ回帰したのは，程なく博士課程の時期である。新堀プロジェクト「大学教
授の経歴型の国際比較」へ参画し，同名の論文を『社会学評論』（1969）へ共同執筆する機会を得
たのは，筆者にとって高等教育研究において学界へデビューする登竜門となった3）。大学教授のキャ
リア研究が社会学や教育社会学の学問領域において研究すべき重要なテーマであることを駆け出し
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の身では必ずしも十分に自覚した訳ではないとしても，それは当時「新堀グループ」と呼ばれた研
究集団の中では，名著『日本の大学教授市場』の研究の延長線上に位置付く重要なテーマとしての
認識があったことは間違いない。そうした研究に偶然か必然かはともかく実際に参画できたのは，
後知恵的に見れば，筆者自身が当該領域を主たる研究対象に設定したことを含め，その後のアカデ
ミック・キャリアに果たした影響が大きい。
　その後，次の「大学紛争」の最中の1969年において教育学部助手を 2年務めた。その前半は沖原
豊教授の比較教育学講座の助手を担当し，その間に｢沖縄本土復帰教育調査｣に参画した。本土と比
較して，教育条件，学力，教育機会，高等教育の整備などに大きな格差が存在する事実を経験的に
理解した。後半の 8ケ月は大学教育研究センターの前身の「大学問題調査室」に学内公募によって
採用され，併任助手として大学研究と同時に大学改革の仕事に多少携わった。この調査室から日本
初の高等教育研究機関としての大学教育研究センター設置（1972）の実現をみたことは高等教育研
究の制度化が開始された意味から大学史上において画期的である。ここには，歴代センター長（前
川力，横尾壮英，丸山益輝，稲賀啓二，新堀通也，畑博行，関正夫），優秀なスタッフ（喜多村和
之，関正夫，馬越徹，矢野眞和，金子元久，江渕一公，等々），客員・併任研究員等が陸続と務め，
高等教育研究の学問的生産性を上げ，こうした制度化の実質化に貢献した。筆者が後に大阪から教
授として呼び戻された時点（1988）は，制度化は相当の進展を示していた。
　制度化と言えば，筆者もセンター長時代（1993－99）に｢大学教育研究センター等協議会｣の設置
（1996）を呼びかけ実現を果たし，また，センター OBを設立理事に多数擁し，全国の有志の呼び
かけで「日本高等教育学会」の設置（1997）も実現する運びになった。これら，高等教育研究が日
本の大学や学界において，制度化を果たす過程に実際に参画したことは，筆者自身の個人と学問の
両方のアイデンティティ形成にきわめて貴重な役割を果たしたと言わざるを得ない。前後するが，
院生・助手の当時，大学史研究会に参加し，横尾壮英，中山茂，寺﨑昌男，皆川卓三，麻生誠，潮
木守一，天野郁夫，喜多村和之といった斯界の先達の醸成した学問的熱気に触れたことも影響をも
たらした。こうした学生，助手時代を終え，次の大阪教育大学では17年間（1971－88）教育社会学
を担当する傍ら高等教育研究を持続した。

⑵　比較社会学的研究への展開
　着任 5年目の1976年に国際文化会館の「社会科学国際フェローシップ・プログラム」に応募して，
西部邁，井上俊，江頭憲治郎，平石直昭，高梨和鉱氏ら 5人とともに，第 1次フェロー（1976－78）
に選ばれた。これは，新渡戸稲造を記念して創設されたフェローなので，別名「新渡戸フェロー」
と呼称されており，当初は35歳以下の若手社会科学研究者100名を外国へ派遣した段階で終止符を
打つ予定であったものであるが，約30年経過した現在でも活発に持続されている。その最初の年に
10倍以上の高倍率を突破して選ばれたのは予期せぬ幸運であったし，海外派遣は結果的にその後の
キャリアにおいて極めて大きな影響力を持つことになった。イェール大学の高等教育研究の第 1人
者であるバートン・クラーク教授のもとで 2年間研鑽する機会が与えられ，その間， 2ケ月はヨー
ロッパの研究所と大学へ留学した。すなわち，西ベルリンに所在したマックスプランク教育研究所



64 大　学　論　集 第35集

では，社会学のゴールドシュミット教授の指導を受けた。当時ウルリッヒ・タイヒラー氏は研究所
の新進気鋭の助手であった。また当時，『イギリスの新大学』（1970）の翻訳に参加した機縁でラン
カスター大学の社会史の泰斗ハロルド・パーキン教授のもとに滞在して指導を受けた4）。 
　こうした 2年間は，「高等教育の比較研究」を主題に積極的に見聞を広めることができたので，
受けた刺激も測り知れない。例えば，イェールに構築されていたリサーチ・ネットワーク（研究網）
には，マーチン・トロウ，ベン-デービッド，ハロルド・パーキンといった著名学者や優秀な若手
を集積したインビジブル・カレッジによって醸成されている独特の風土や雰囲気を肌身で感じたの
を始め，ポスト・ドクトラルのロジャー・ガイガー，ダニエル・レヴィーら現在では著名教授になっ
ているが当時はまだ駆け出しの若手研究者であった人々と机を並べて交流できたのは，忘れがたい
貴重な経験である。こうした高等教育研究の「学問中心地」から受けた率直な印象や感想は，帰国
後拙著『大学人の社会学』（1981）に詳論した通りである5）。
　方法論では，高等教育を比較学や社会学からアプローチすることに関心を持っていたこともあり，
とりわけバートン・クラークによって展開されていた比較社会学的研究によって刺激を受け，その
著作を読む作業を開始した。研究所の公開研究会に 2回報告し，英語論文の処女作をワーキング・
ペーパーに発表した6）。帰国後に出版された教授の『高等教育システム』（1983）は版権を得て翻
訳にとりかかったものの難解な箇所が多々あって往生した7）。大学院生と原著購読もしていたので，
UCLAへ転出したクラークを尋ねた時に，「日本の院生は先生の高等教育システムは抽象的でよく
理解できないと言っている」と話したら，「アメリカの院生も分からないと言っている」という回
答が返ってきたのには驚かされた。ともあれ，帰国前には高等教育論と同時に科学社会学の方法論
へ関心を持った結果，マートンの著作を再認識するに至り，帰国後，ストラーによって編纂された
『科学社会学』を中心に関連著作を精読することになった8）。
　科学社会学や比較高等教育社会学の方法論を踏まえた実際の高等教育の問題への研究の展開は，
後に21世紀文化学術財団基金を受けた研究「アカデミック・プロダクティビィティの条件に関する
国際比較研究」（1984－86），OECD12カ国とオランダのツエンテ大学CHEPSとの共同プロジェクト「高
等教育政策の国際比較研究」（1991－94）を嚆矢に，カーネギー教育振興財団の「大学教授職国際比
較研究」（1991－96）， 6カ国（現在は 8カ国）教育研究プロジェクトによる「高等教育の大衆化に
関する比較研究」（1994－現在），ユネスコ世界科学委員会の「高等教育・研究・知識に関するフォー
ラム」（2003－現在）などへの参画によって行われた。

２．教育社会学の制度化

　高等教育研究に曲がりなりにも着手したのは，大学入学当時が「大学紛争」の時代であり，大学
が社会問題と化し，研究する人々は未だ少なかったとはいえ，大学や高等教育の問題が社会的関心
を集め，潜在的にはその研究が必要性を高めていた時期に遭遇したことが少なくない。しかも当時
の広島大学では，揃いも揃って皇至道，新堀通也，横尾壮英，といった錚々たる高等教育研究のパ
イオニアが健在であったし，偶然にも学生として授業を受けたり，直接指導を受けたりする僥倖に
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恵まれた。言ってみれば一流の学者の「形式知」だけでなく「暗黙知」に直接触れる機会を得たの
はかけがえのない貴重な体験となったというほかなく，その機会を逸しておれば，間違いなく高等
教育研究を持続するには至らなかったに違いない。現在から回想すると，それは恐らく留学時に著
名学者の活動を見聞した幸運にまさるとも劣らないと言えよう。
　最初は，入学試験に関心を持ち，やがて大学教授職のキャリアに関心を持つに至った経緯を回顧
すると，研究対象と方法が有機的に統合されていたとはお世辞にも言えず，いわば単発的な動機が
作用していたに過ぎない。留学の様々な見聞を通して，それでは不十分であり，これらの対象を扱
うにしても，方法論的に有機的に連関させた体系的研究を必要とすることを次第に痛感するところ
となり，そのことは科学社会学の構造や方法を研究する必要性の一点に帰結した。かくしてマート
ンの科学社会学を体系的に研究することは，自分にとっては不可欠の課題となったのであり，実際
に帰国後数年を費やして彼の著作に親しみ学位論文にまとめる作業を行った9）。そこには，当然な
がら，「マートン科学社会学のパラダイム形成と展開」を追究するという主題のもとに，いくつか
の問題意識や課題が横たわっていたのであり，それを方法論的な基礎論としながら，高等教育の研
究を開拓したいという意思が作用した。
　教育社会学を専攻する学徒として，学士課程の卒論を皮切りに，修士・博士課程を通して，「教
育社会学とは何か」を問うことを余儀なくされたのは時代の空気であった。教育社会学はどこから
来てどこへ向かっているのか。人間の場合に出自，経歴，業績，可能性を問えば，それは自ずから「ア
イデンティティの形成」の問題に突き当たるが，先述の逸脱行動論を含め，社会化，人間教育，青
少年教育などの追究はこの観点からの研究である10）。Identity＝自己像，自己同一性，主体性の形成
の問題は，人間，集団，社会に通底しており，個人，家族，地域社会，学校，大学，職場，マスコミ，
国家社会，国際社会，地球社会にそれぞれ関係する。個人は社会統制を受けながら経済的社会化，
政治的社会化，宗教的社会化，科学的社会化，職業的社会化などの社会化の過程を通して自己像を
形成し，個々の社会自体も自己像を模索する。個人の社会化と社会の個人化が機能するから，個人
と社会はコインの表裏の機能を遂行する。例えば，グローバル化が進行する現在では，地球社会の
平和，環境，人権，疾病等に関する各種の価値の実現をめざした国際的な協調や協同の問題がある
が，個人と地球社会という大きな距離が横たわるように見える側面においても，両者が共通の価値
を機軸にしたアイデンティティ形成の問題と関わっている点では密接な関係を持たざるを得ない。
集団としての学会や大学教授職などにも自己像形成の同様のメカニズムが作用する。教育社会学と
いう学会の場合も例外ではなく，学問的なIdentityの形成の問題が存在するのである。G.H.ミードの
概念を援用すれば，人間はI（主我，ありのままの自分）とMe（客我，装える自分）の相互作用を
媒介に社会化を通して自己像の形成を行うが，この営みは教育社会学の場合には，社会化＝制度化
を通して自己の内在的な論理と環境変化という外圧によって進化しながら発展する11）。 
　出自的には，父親（社会学）と母親（教育学）の学問的交配によって誕生した教育社会学（子ど
も）は，学問的遺伝として，息子（父的），娘（母的）として存在する。すなわち，教育社会学の
中に社会学的なものと教育学的なものが同居するのであり，父＝教育の社会学，母＝教育的社会学
（educational sociology）が存在する。アメリカの場合は，社会学会に包括されたので，教育の社会
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学（sociology of education）となったのに対して，日本では社会学から独立して，世界一の規模の社
会学でもあり教育学でもある，あるいは社会学でもない教育学でもない，マージナルな性格を持つ，
世界でもユニークな日本型教育社会学が発展した。そして，他の学問との違いを固有性，独自性，
縄張り，文化，学問的な社会化やしつけなどによって展開しているのである。このような教育社会
学の制度化によって，教育学においてはパラダイム転換を通して，トーマス・クーンの言う「科学
革命」が成立し，以後は「通常科学」の時代に入ったと考えられる。デュルケームが指摘した「教
育の科学」が伝統的なペダゴジーから分化して誕生したとみなせば，旧来の教育学は新たなパラダ
イム転換が行われ，科学革命が起こったのであり，そこから教育の諸科学が誕生し，その一つとし
て教育社会学が1946年に制度化されたことになる12）。
　こうした制度化から間もない1960年代に学生時代を経験し，教育社会学講座の扉を叩き，教育社
会学というdisciplineのdiscipleになった筆者は，学問的しつけ（discipline）を受け，学問的な社会化
を行い，科学的社会化（scientifi c socialization）を遂行することになったのである。別言すれば，新
生児＝教育社会学の研究対象と研究方法の確立をめざす試行錯誤の時期に好むと好まざるとにかか
わらず際会したことになる。講座の第 1世代の教授も助教授も悪戦苦闘の最中であったと観察する
ことができたし，そこでは社会学と教育学から生まれても，そのまま社会学であるのではなく，教
育学であるのでもなく，教育社会学としての確固とした独自性，固有性，自律性を創造しなければ
ならない課題がある。方法論のない学問は「根無し草」である。その意味で，教育社会学の制度化
は，学問的なアイデンティティをいかに形成するかという問題との格闘の歴史であるとみてさしつ
かえあるまい。
　この時期における筆者の関心は，自ずから無意識的にも意識的にも教育社会学の対象と方法の模
索に向けられることを余儀なくされたのであり，換言すれば，それは高等教育社会学の対象と方法
の模索である。科学社会学の研究は，そうした模索と密接に連関した役割を果たすことになる。①
マートンの科学社会学の特徴を研究すると同時に，高等教育研究の方法的基礎論，とりわけ②大学
教授職研究の基礎論としての科学社会学の方法を解明すること，が重要な課題となる。

３．科学社会学の研究

　主として「マートン・パラダイムの形成と展開」に焦点を合わせた，科学社会学の研究は，主と
して①教育社会学と科学社会学，②科学社会学理論の研究，③学問的生産性の研究，④科学社会学
と高等教育研究の接続に関する研究，などに類別することができる。

⑴　教育社会学と科学社会学
　高等教育の社会学的研究が欠如している教育社会学においてその必要性があることは，新堀通也，
麻生誠，清水義弘，潮木守一らによってつとに指摘された13）。天野郁夫・新井郁男による「高等教
育に関する文献解題」（1971）という最初の文献目録を解説した江原武一は，1984年の時点で，①
体系的な視野に立つ実証研究の欠如，②高等教育の組織的研究，大学人あるいは職業としての学問
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に関する研究の未開拓，③高度化された分析手法の必要性，など研究領域の範囲と方法論の問題が
あることを指摘した14）。その両方を視野に入れた筆者の関心は，未開拓の領域としての大学教授職
の研究に注目して，科学社会学の方法論の援用を行う必要性に向けられた。当時，アカデミック・
プロフェッションの研究が取り残された理由は，科学における自己分析回避の性格，アカデミック・
プロフェッションの性格，などに起因するとはいえ，だからといって決して重要性がないのではな
く，むしろ逆に研究の必要性や重要性が高まっているとみなした筆者は，いくつかの理由を指摘し
た。それは，①アカデミック・プロフェッションがキー・プロフェッション（鍵専門職）であるこ
と，②研究機能への期待が大きいこと，③科学制度のエトスや価値の奉仕と内面化を行っているこ
と，④科学的生産性活動を規定する社会的，文化的，パーソナリティ的条件を系統的に解明する必
要があること，⑤日本の学界の特殊主義を解明する必要があること，⑥国際的に立ち遅れている教
育機能の見直しが欠かせないこと，などである15）。
　その結果，教育社会学において高等教育の社会学研究と科学社会学の接続が重要と考え，①高等
教育の先行研究の中で学界の中枢機能である科学知識の生産性ないし研究機能に関する理論的構造
を考察すること，②科学社会学と高等教育研究の概念を接続させて「科学的生産性の構造」を明確
にすること，③マートンの科学社会理論の理念的性格と現実の学界の社会的事実との力学を検討す
ること，を試みた。実際に，科学の生産性の視座では，知識の生産性̶パーソンズの大学論，科学
のエトスと生産性̶マートンの科学社会学，科学の社会構造に関する研究，マートン・パラダイム
の可能性，といった問題を考察した16）。

⑵　科学社会学理論の研究
　1960年代に入るまで科学社会学者は，その父祖マートンを始め，バーバー，ソローキン，オグバー
ンなど若干の学者を数えたに過ぎないのであり，その後，ベン－デービッド，ハーシュ，カプラン，
ジョナサン・コール，ステファン・コール，ズッカーマン，ハグストローム，などマートン学派を
含めた様々の人々が台頭して活躍する中で，学界の社会学的研究には種々の理論が出現し，実証研
究が展開されるに至った。筆者の関心は，その種の理論・実証研究の構造や機能を検討することに
あったので，当時開発されつつあった，①報賞体系，②科学引用，③コミュニケーション・ネット
ワーク（研究網），④パラダイム理論，④批判的科学，⑤社会学的認識論，⑥マートン学派，等々
の研究を中心に考察を行った17）。 
　これらの考察を踏まえて，マートン科学社会学の方法論的基礎の問題を，①機能主義のアプロー
チ（構造・機能主義の社会学，マートンの機能主義，機能と逆機能および顕在的機能と潜在的機能，
中範囲の理論，構造主義），②社会構造に関する基礎理論（社会構造とアノミーおよび逸脱行動），
ビューロクラシーの構造と職業的パーソナリティ，準拠集団論，ローカルとコスモポリタン，予言
の自己成就，社会学的アンビバレンス，マートンの社会構造論の特質，などにおいて考察した18）。
さらに，マートン科学社会学の領域の問題を，①科学社会学の模索（知識社会学の再編成，実質的
知識社会学），②科学と社会構造の関係（科学と経済，宗教と科学），③科学の社会構造̶科学社会・
学界の社会学（科学の規範構造，科学の報賞体系，科学の評価過程），などを中心に論考した19）。
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　このような全体の理論的・実証的な構造を検討した後に，マートン・パラダイムの実際の展開を
個々の主要な論文に即して詳細に論じた。
　その章立ては，次の 5章と各節から構成されている。①「知識社会学」論（知識社会学のための範例，
ズナニエッキの知識人の社会的役割，社会学的仕事のスタイルに対する社会的葛藤，政策研究の技
術的および道徳的次元，インサイダーとアウトサイダーの視点，②「科学知識の社会学」論（ソロー
キンの科学社会学における公式化，科学の社会的および文化的文脈，科学と技術における関心の焦
点の変化，科学と軍事技術の相互作用，科学社会学の無視），③「科学の規範構造」論（科学に対
する清教徒の激励，科学と社会秩序，科学の規範構造），④「科学の報賞体系」論（科学的発見に
おける先取権，科学者の行動類型，科学における単独発見と多重発見，戦略的研究基地としての多
重発見，科学者のアンビバレンス），⑤「科学の評価過程」論（承認と卓越̶有益な曖昧性，科学
におけるマタイ効果，制度化された科学の評価類型，科学における年齢・老化・年齢構造）20）。
　最後に，この時点での総括と展望を①マートン・パラダイムの形成，②準拠集団論の導入，③構造・
機能主義の特徴，④学界の特殊主義，⑤マートン科学社会学の再発見，などによって考察した。そ
して，次のように結論を述べた21）。「勿論，現在もマートン科学社会学は種々の研究成果を媒介に
不断に発展する途上にあるから，その全体構造を究明するには広範かつ綿密な研究を必要とされる
ことは言うまでもなく，その点，本書は研究者自身の能力や入手できる資料の制約によって必ずし
も十分にそれが達成されたとは言えない。恐らく巨人の足元にたどり着いたに過ぎないであろう。
また，本研究で探求したマートンの科学社会学に関する知見の数々を，所期の課題である高等教育
の社会学，とりわけ「アカデミック・プロフェッションの社会学」の基礎論として摂取する試みは，
本書で示唆した可能性を含めて，推進されなければならない課題である。マートンが提示した豊富
な範例や概念は，このような課題を含めて具体的な実証研究に応用できる可能性を秘めていると考
えられるから，斯界における科学社会＝学界に関する研究に広く活用されることが期待されるので
ある。」22）

４．学問的生産性の研究

　学問的生産性の研究は，マートンの「科学的生産性」（scientifi c productivity）を概念的に翻訳し
て移植した日本製の概念の研究というべき性格のものであるが，その後の筆者の研究において明ら
かに主柱の一つを形成していると言える。マートンの科学的生産性では，自然科学のみが対象とさ
れたのに対して，日本では，これを自然科学にとどまらず，社会科学や人文科学の範囲まで広く拡
大して学問的生産性に改鋳して「academic productivity=アカデミック・プロダクティビティ」とい
う和製英語が創造された23）。筆者は創作者との共同研究においても学問的生産性に関する研究を手
掛け，同時に自身が主宰した研究においても，積極的に同様の修正版を使用した。実際の学問的生
産性の研究は，「アメリカの大学・学科の生産性に関する研究」「研究の研究」「大学院の研究」「学
問中心地の研究」などに区別できる24）。 
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５．科学社会学と高等教育研究との接続の研究

　教育社会学の高等教育社会学への展開において，知識社会学から科学社会学へと継承された方法
論の活用は中核を形成する。知識の機能に注目する知識社会学も，科学知識の機能に注目する科学
社会学も，いずれも知識を重視する点では共通性を備えていることが分かる。高等教育の主領域で
ある大学を事例にしても，知識を素材にして，それを対象にして研究，教育，サービス，管理運営
などの諸活動が成立する以上，知識の価値が高いことは論を待たないし，大学が扱う知識，上級知
識，専門分野へ注目することは不可欠である。
　大学の諸機能の担い手である大学教授職を研究するばあいにも，基本的に同じ問題が存在するの
であり，大学教授職は専門職として，知識を素材にして，研究や教育の生産性をあげるべく活動を
展開しているとみなせるのである。その意味からして，大学教授職の研究における専門分野の視点
を明確に意識することは，大学教授職を基軸に高等教育研究を行う場合に前提となるといって過言
ではあるまい。その点を考慮して，若干の論文を手がけた25）。

６．大学教授職の研究

　学位論文「マートン科学社会学の研究」の主題の一つである大学教授職の研究は，方法論を追究
した科学社会学の研究に包含されている部分が少なからず存在すると同時に，それ自体独立して研
究対象として研究を展開した。そこには，広く，①大学教授職の国際比較研究，②FDに関する研究，
などが包摂されている。

⑴　大学教授職の国際比較研究
　第 1に，大学教授職の国際比較研究では，端的には日本の大学教授市場の閉鎖的構造を標的にし
て問題にしたと言ってよかろう。「大学教授の経歴型の国際比較」（1969）は上述のとおり，この領
域の研究に着手する契機となった点で筆者にとって最も重要な研究の一つである26）。なぜこの研究
が必要であったかは，同様の研究成果を論文に仕上げて執筆した「外国における学閥」が『学閥』
（1974）に所収されており，その趣旨に詳しい27）。すなわち「学閥」は新堀によって「日本的なる
もの」として捉えられるとともに，『日本の大学教授市場』以来一貫して追求されてきたアカデッミッ
ク・ネポティズム研究の一翼を担う研究であること，その点の敷衍的探求が日本にとどまらず外国
のデータとの比較分析によって実証的に着手される必要のあることが指摘されている。実際に外国
の大学教授への調査によって確かめた結果，欧米の大学人のキャリアとは異なる日本的なるものの
特徴を摘出することによって，自校閥，自系繁殖，大学教授市場寡占，系列校などの現象が顕著に
存在することが了解できたのである。
　その点は，後に『大学人の社会学』において「米国の開放性」に対する「日本の閉鎖性」と簡潔
に指摘したように，日米間で対照的な実態があることが分かる28）。なぜこのような相違が生じてい
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るのかを詳細に調査すると，実はアメリカの場合には，少なくとも19世紀後半まではインブリーディ
ングが濃厚であったのであり，その限りでは必ずしも日本特有の現象とは言えないことが判明する。
研究パラダイムが浸透する以前では，有力校を中心に日本の有力校と同様に，むしろ自校出身者の
純粋培養が大勢を占める事実が窺えたのである29）。それにもかかわらず，その後両者の分岐が生じ，
現在に至る彼我の格差をもたらした事実が注目に値する。
　アメリカでの改革の原点は，ジョンズ・ホプキンズ大学の設置と博士号輩出を契機に自校閥をス
タッフの 3分の 1以下に極力抑制する自助努力が行われるようになったことに見出される。それは，
なぜ生じたかと問えば，研究パラダイムとの関係が少なくない。この時点でアメリカにおいては，
ドイツ型の研究志向型の「研究大学」への制度化が急速に進行し，研究大学志向の有力大学は，従
来から支配的であった自校閥を極力抑制し，Ph.D.を取得した他大学出身者に門戸を開放する政策
を採用して，学問的生産性を高める方向に操舵したことが理解できるのである。従来の「暗誦」中
心の授業を改め，必修制から学生の自由な選択制へカリキュラム改革を敢行したエリオット学長率
いるハーバード大学を革切りに，イェールやプリンストンなどの伝統的大学も研究促進のために他
大学出身者を積極的に任用する政策に転換した。スタッフに他大学の卒業者を極力採用することは，
有力大学間にスタッフの点での格差ができないことを示唆する。事実，研究大学のスタッフは，互
角の教授陣によって占められるから，他大学で教育を受けた教授陣によって自校の院生が教育を受
ける風土が徐々に形成されることになったし，それと呼応して学生も自校の大学院へ進学せず，他
大学の大学院へ進学して他流試合をする傾向が生じた。同じ大学で一つの学問のみを専攻するので
はなく，複数の大学で複数の学問をメイジャーやマイナーとして専攻する慣行が醸成された。こう
して，時間をかけて，教員や学生において質的にそれほど遜色がないほぼ互角の連峰型の研究大学
群が形成されることになった。
　このアメリカで再構築されたドイツモデルの日本への直接移植は，潮木守一著『京都帝國大学の
挑戦』（1984）に縷々述べられているように，成功を収めなかった31）。世界の大学が研究パラダイ
ムへの転換を求めつつあった当時，いち早くドイツモデルを移植したアメリカはその後，次第に大
学院制度の展開によって世界の学問中心地へと飛躍的発展を遂げることになった。せっかく，同じ
問題意識を持ちながら，しかもモデルの移植を真剣に考えた先覚者がいたにもかかわらず，日本で
はそれに失敗した。それはなぜか。端的にはそれを阻む制度，風土，意識が存在したからにほかな
らない。この彼我の分岐は，研究に適した組織の開発の点で日米間に 1世紀の落差が生じる結果を
招いたと言っても過言ではあるまい。インブリーディングを抑制するよりも逆に促進する方向を選
択した日本では，結果的に異質性よりも同質性，開放組織よりも閉鎖組織，競争よりも庇護，流動
性よりも硬直性，生産性よりも非生産性を求め，大学教授市場において植民地化や系列校化の現象
を一層進行させたし，高く聳える尖塔を擁した大学間のピラミッド的な序列体制を構築することに
なった。この点を筆者達は30年以上前から指摘してきたが，最近では，日本の大学も自校閥をでき
るだけ抑制する方向へ転換することによって，研究の活性化，学問的生産性の国際競争に参画する
姿勢を遅ればせながらとりはじめているのは，アメリカの改革を周回遅れで後追いしはじめている
と観察できるに違いない。なお，広島大学高等教育研究開発センターではその前身の開設以来今日
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までの30年間以上にわたって，自校閥を半分以下に抑制する政策を採用し堅持して来たのは，こう
した文脈を意識したものであり，日本的風土の中では先進的であったはずである32）。

⑵　カーネギー国際調査
　国際比較研究は，大学教授市場の構造を問題にしたと同時に，大学教授職の使命や役割が何かを
改めて問題にした。その点で，世界14カ国 1地域が参加した世界最初の大規模な国際調査であるカー
ネギー調査「大学教授職の国際比較」は重要な役割を果たした。日本からは筆者が参加した33）。プ
リンストンで，アーネスト・ボイヤー，フィリップ・アルトバック，ウルリッヒ・タイヒラー，オ
リバー・フルトン，ピーター・マーセンなど各国の代表者が 2回の会合に参集して質問紙を作成し，
それを基に各国での調査を実施した。種々の貴重な結果を得た中で，特に重要な事実は日本の大学
教員が世界的に見れば極めて研究志向が強い事実である。従来から日本の大学教員にはその傾向が
強いことは指摘されてきたものの，国際比較によって，その事実が実証されるに至った。なぜ，か
くも研究志向が強いのか。旧帝大をはじめ日本の大学はまず研究を行うことが欧米の先進国の大学
に追いつくための重要課題であると制度的にも，組織的にも，意識的にも認識した点が原因の一つ
として見逃せない。後発国が先発国に追いつき，追い抜くには，論文の量や引用数のような指標が
国際的に通用している研究に集中することが合理的であるし，「学問中心地」（center of learning）と
しての可視性を高めるには，顕著な研究生産性をあげることが有効な手段であるとみなされる。大
学の威信も，研究生産性の高い機関に与えられる以上，研究を何よりも重視する風潮が生まれても
不思議ではなく，その傾向は，研究パラダイムが支配的になった近代大学では，世界的に研究大学
を中心に大なり小なり認められる現象であると言って過言ではあるまい。しかしながら，全大学の
僅か 5％前後を占める一握りの「研究大学」ならまだしも，教育中心に機能すべきその他多数の大
学においても研究志向一辺倒に陥っている結果が判明したところに，問題の深刻さと根深さがある
と言わざるを得ない。
　大学が名だたる「学問の府」であること，知識の発明発見は小・中学校など下級学校の教員では
なく大学教員へ期待されていること，などを勘案すれば，研究志向であることは決して悪いことで
はなく，むしろ歓迎されるべきことに違いない。大学教員が，コール＝コールが指摘したように鳴
かず飛ばずの「沈黙型」34）に陥り，一向に研究をしなくなれば，もはや単なる大学教員であっても，
学者，研究者，科学者ではなく，大学も真の大学ではなく単なる学校と化してしまう。しかし同時
に，研究偏重によって教育への関心や努力が形骸化することは，高等教育機関としての大学の存在
価値を損なう徴候として決して望ましいとはいえないし，むしろ迅速に改められるべきである。少
なくとも研究と遜色ない活力が教育にも期待される。こうして，1990年代初頭から日本の大学改革，
とりわけ教育改革が叫ばれる時代に突入したことを想起すれば，この国際調査は極めて時宜を得た
結果を報告し，改革によって解決すべき課題を鮮明にしたとみなされる。
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７．FDの制度化に関する比較研究

　研究を担保しながらも，教育に比重を置いて大学教授職の資質や力量を問題にする，「FDの制
度化の研究」は1980年代中葉から着手することになった。最初は自主的な研究であるよりも，
共同研究の中で，その必要性を認識するようになった。『大学授業の研究』（1989）では，外国の
FD/SDと授業研究の執筆を担当した35）。1980年代から1990年代への転換期では，この領域の研究は
揺籃期であり，外国の先行研究の翻訳紹介が主流であった。FD（faculty development）とSD（staff 

development）は同格の概念として捉えていたのであり，両方とも邦訳では「大学教授職の資質開発」
を意味した。1990年代に入り，とりわけ後半からの日本では文部（科学）省によって行政的にFD

が奨励され，専ら使用され始めた経緯もあり，SDはその時期から職員開発を意味するようになった。
　筆者自身が本格的に主体的にFDの研究に着手したのは，「FD・SDの制度化に関する比較研究」
（1991）である36）。これは科研費を得て世界の国々̶アメリカ，イギリス，ドイツ，フランス，中国，
アジア諸国，日本̶においてFD・SDが大学へ制度化されている実態を調査研究した共同研究であ
る。米英など若干の先進国は別として，当時は対象とした世界の国々では独仏を含めて日本との遅
滞の度合いは大同小異であった。
　同じ時期に「大学教育の改善に関する調査研究」（1991）を全国調査で実施した37）。これはFDの
研究と銘打ったものではなく，教育改革の進捗度を調査したものである。この時点では，日本の大
学教員の教育と研究への志向は研究偏重・教育軽視の傾向を顕著に示した。この結果は，1992年に
実施した先述のカーネギー調査と呼応していて，日本での大学教員の研究志向度は70%であるのに
対して教育志向度は30％を示した事実と符合する。ちなみに，国際的には，教育志向型，教育と研
究の半々志向型，研究志向型の 3類型に分かれ，教育志向型はラテン・アメリカの国々やロシア，
半々型はイギリス，アメリカ，オーストラリア，香港などの国々や地域，研究型はドイツ，オラン
ダ，スウェーデン，韓国などに見られた。日本の研究志向は戦前以来模範としてきたモデルのドイ
ツ型を刻印したものであり，その意味では，教育改革によって教育志向への軌道修正を実現するこ
とは，ドイツ型から半々志向のアングロサクソン型への転換を意味すると解される。実際にFDの
先進国は英米であり，とりわけアメリカであることは，この文脈と符合しているのである。
　こうした現状に対する改革は，教育改革の実質と関わるポイントであり，実際に制度的，組織的，
意識的に定着した旧来の研究志向から新たな教育志向への変化が生じるか否かが注目されるところ
である。1991年の大綱法によって，FDへの注意が喚起されたのに次いで，1998年の大学審議会答
申ではFDの努力義務が提言された結果，大学政策・行政の上でも本格的にFDの制度化が画策され
る時期を迎えた。このような研究志向よりも教育志向を促進するための大学政策・行政の導入によっ
て，当然ながら，その後の日本の大学教員には意識や行動の変化が生じていると予測するのは難し
くなく，実際にも最近の実証調査によってその事実を確認することができた。すなわち，COE研究
の一環として，2003年に学長，学部長，大学教員のそれぞれに対して実施した全国調査では，いず
れの集団においても，大学教員は研究志向よりも教育志向へ比重を移行させていることが判明した
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のである38）。1991年調査と2003年調査の間に，日本の大学教員の意識が明確に変化した事実は，明
治以来持続した研究偏重傾向が意識的に見直されている事実を示唆するものであり，日本の高等教
育史上において画期的な出来事と言っても決して過言ではあるまい。
　問題はむしろ，その変化が招来されるまでになぜ 1世紀もの長きを要したのか，という点にある
かもしれない。その理由は，他の論文において分析したように，制度と意識の関係によって説明せ
ざるを得ないだろう39）。なぜならば，研究志向のシステムや組織が存在すれば，制度的期待へ同調
する意識や行動が支配的になるのは自明であるからである。近代大学の成立以来の130年間におい
て，ドイツモデル型の制度が120年存在し，アメリカモデルの制度が10年存在すれば，意識や行動
もその波長を刻印される結果を招くとみなされるのであって，したがって，最近の変化は，大学教
員の内的かつ主体的な意思であるよりも，制度の変化に伴う他律的な期待へのやや消極的な同調行
動と捉えることができるに違いない。FDの制度化が10年足らずの歴史しか持たない以上，その中
心に教育志向の意識や行動が位置付くのに相応の時間がかかるのはやむを得ない。行政主導型FD

の制度化のもとでは，学長や学部長が中心に推進するトップ・ダウン型が支配的であり，そこから
一般教員が中心に推進するボトム・アップ型のFDへはいまだ移行していない実態が観察できるし，
舶来型のFDの移植が定着するには研究志向を中心とした伝統型のFDとの角逐や葛藤を伴うことを
示唆していると解されるのである。

８．報賞体系・評価体系の研究

　科学社会学の研究において重要な比重を占める報賞体系や評価体系の視点は，高等教育の社会学
研究においても，同様の比重を占める。学問的生産性の多寡を吟味し，質的保証を行うメカニズム
は，大学組織の構造や機能を問題にする場合にも不可欠な視点であると言わなければならない。

⑴　報賞体系の研究
　マートンの科学社会学においては，科学の制度的期待に対して行われる「同調行動」には相応の
報賞が付与される。制度的期待は「独創性」と「公表」を要請し，「科学的発見の先取権」にはレフェ
リーやゲート・キーパーの機能を媒介に，学会誌への論文掲載，学術賞の授与，エポニミー（eponymy）
を始め各種の栄誉の付与などの報賞活動を行う。このような科学制度，科学社会，学界のメカニズ
ムから見れば，制度的期待への同調行動を促進するシステムが作用すれば，先取権，エポニミー，
学術賞などの現象が顕在化することによって，科学的生産性あるいは学問的生産性が向上すること
になる。逆に制度的期待に逸脱する「科学における詐欺」「窃盗」「捏造」「匿名性」「沈黙型」といっ
た「逸脱行動」が増加すれば，科学的生産性や学問的生産性は沈滞することになる。なぜならば，
そこには，いわゆる科学的生産性を促進する「順機能」が作用するのではなく，「逆機能」が作用
するからである。
　高等教育システムが広く学問的生産性を問題にする以上，この種のメカニズムは同様に作用する
と考えられるし，順機能が円滑に作用する報賞体系を組み込んだシステムは学問的生産性の向上を
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強化するはずである。上で論じたアメリカの大学に先行したアカデミック・ネポティズム抑制の改
革は，こうした科学制度あるいはそれを組み込んだ高等教育制度の学問的生産性を高めるべしとの
制度的期待や命令に適した報賞体系をいちはやく制度内に組み込んだことを意味すると解されるの
である。学問の発展に寄与するには，不正手段ではなく適正手段によって公表を行い，それが適切
に評価される報賞システムが存在するか否かが重要な問題になる。

⑵　評価過程の研究
　翻って，報賞体系の問題と連動している評価過程の問題は，科学知識の生産物を対象とした評価
を扱うのであって，具体的にはレフェリー・システムの制度化と密接に関わる問題である。科学制
度では，同じ専門領域の科学者が公表物の評価を行うという，同僚型のレフェリー＝「同僚評価」
（peer review）が行われるのが常態である。科学知識を組み込んだ高等教育システムにおいても，
基本的には同僚評価が行われることによって，著書，論文，モノグラフ，作品などの生産物の吟味
が行われる。したがって，大学組織の中では，学術研究に関しては，同僚評価に匹敵する部分の評
価が中心を占めることになる半面，同僚以外の他者評価は原則として成り立たないか，成り立ち難
い。これは，専門分野の専門家でもない素人が論文を評価することはできないという前提に立って
いるのである。その意味からすれば，評価過程の問題では，誰が評価するか，あるいは誰が評価す
べきでないかは極めて重要な問題である。
　評価者によって同じ論文でも異なる評価が付与される危惧がある以上，論文の著者の出自，階級，
身分，人種，民族，国籍，性などの属性によってではなく，あくまで論文の中味によって評価がな
されなければならない。しかし，マートンが科学のエトスをCUDOSの視点から論じ，とりわけ「普
遍主義の原理」で論じたように，コード化の極めて高い『物理学評論』誌のようなハードな学問領
域でも専門家の評価にはばらつきが多少生じるのであり，ましてやコード化の低いソフトな学問領
域では大きなばらつきが生じることは少なくない40）。その結果，ピアーではなく，ノン・ピアーに
なればなるほど，ばらつきが大きくなることは想像するに難くないであろう。評価の前に判断が下
される偏見や独断が作用する可能性は少なくないからである。
　このように考えると，単なる知識ではなく，科学知識や専門分野に関わる評価過程においても，
かなりのバイアスがかかり，普遍主義よりも特殊主義の評価が浸透する度合いは決して少なくはな
いことが分かる。ましてや，コード化が低い学問領域，ノン・ピアーを入れた評価が科学知識を軸
とした研究評価以外の評価過程では増加している現状がある以上，この種のメカニズムが作用する
のは回避できないに違いない。実際，大学評価の研究は，1990年から研究成果を公表したが，現在
の高等教育システムでは，自己点検・評価，相互評価，第三者評価などの多様な形態が評価過程に
おいて同心円状に成立していることが分かる。内部ほどピアー中心，外部ほどノン・ピアーの入る
確率が高い構造が成立している。内部ほどアカデミック・オートノミー（自律性）を主張し，外部
ほどアカウンタビリティ（説明責任）を主張する度合いが高い構造が成立している41）。科学知識を
軸とした研究評価では，ピアーを主体とした評価過程が成立することからすれば，現在の高等教育
に機能している評価過程は研究のみに限らず，教育，サービス，マネジメント，財政など多くの要
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因を包摂しているだけに，内部と外部の間の角逐が高まり，アカデミズム科学が描いたような理念
的な科学的評価が成立し難い状態になっていると観察されるに違いない。
　マートンが考察した「マタイ効果」「優位性累積の原理」「四十一番目の椅子」は学界に作用する
評価過程の力学を分析して説明した概念であるが42），今日の高等教育の評価過程には，一段とマタ
イ効果が作用する条件が揃っていると考えられるのである。いわゆるCUDOSというエトスが作用
し，普遍主義が理念として標榜され，比較的フェアー・サイエンスが機能しているとみなされる学
界においても，科学的生産性を高めるという目標を達成するための「機会構造」には種々の属性間
に有形無形の格差が歴然と存在しており，「スノー・ボール効果」や「ハロー効果」が作用している。
ましてや，「モード 1」と「モード 2」の知識の境界が緩和され，アカデミズム科学と産業化科学
の世界がボーダレス化している現在，反CUDOS的エトスや価値が否応なしに跋扈する現在では，
評価を困難にする度合いは一層高まらざるを得ない。こうした状況の中で果たして公正な評価がい
かにして可能なのかという問題は，社会と大学と学界の間の境界線が曖昧化する今後はさらに真剣
に研究すべき課題として残されている。

９．大学改革の研究

　最後に，筆者の研究を回顧すると，大学改革を中心とした高等教育改革の問題を終始研究の対象
に置いてきたことは，高等教育研究を手掛ける以上，自ずから学問的に期待されるはずであり，あ
るいは高等教育を研究する機関に所属した以上，自ずから制度的に期待されるはずであり，当然至
極のことではある。実際にも大学・大学改革の社会的条件，社会的機能，社会的構造などの各側面
の研究を行ってきた。
　第 1に，社会的条件の側面では，社会変化と大学改革に焦点を置いて，グローバリゼーション，
生涯学習社会，知識社会，市場原理，高等教育の大衆化などが高等教育システム，大学，大学改革
へ与える影響を考察した43）。第 2に，社会的機能では，選抜機能として「大学入学制度の研究」，
ガバナンス機能として「高等教育政策の研究」，教育機能として「大学教育の研究」とりわけ「学
部教育の研究」「大学のカリキュラムの研究」「大学院教育の研究」「学位の研究」，研究機能として
「研究の研究」「大学院の研究」を手掛けてきた44）。第 3に，社会的構造では，大学組織内部の構造
改革の問題をガバナンス・管理運営，構成員（教員，職員，学生など），評価・報賞体系，機会構造，
大学間・大学内格差，などの問題を対象に研究してきた45）。第 4に，これらの研究を総論的に論じ
た研究としては，編集委員代表として「講座　21世紀の大学・高等教育を考える」（全 4巻）を刊行し，
共同研究によって，大学改革の現在，大学評価の展開，学士課程教育の改革，大学院の改革，を集
中的に研究した46）。
　これら大学改革の研究に関する細部については，ジャンル毎に現状，問題点，課題のそれぞれに
関して個別に十分検討してみる必要を痛感するのであるが，与えられた紙幅が尽きたので，それは
別の機会に譲ることにしたい。
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おわりに

　長年に亘って携わってきた高等教育研究に関する軌跡を辿ると，そこに存在しているいくつかの
特徴を整理して捉えることができるのではないかと考えられる。
　第 1に，教育社会学が自己の主専攻とする専門分野であることに鑑み，そこから生じる学問的期
待にいかに応えるかを終始重要な使命と考え極力留意した点を指摘したい。換言すれば，それは研
究者と学問の両方に関わる自己像の形成を融合的に模索したと言えるかもしれない。前者は生涯の
研究対象と方法の模索であり，後者は教育社会学や高等教育学（論）の学問的確立や制度化に関わ
る模索である。教育社会学の学問的アイデンティティを形成するために，研究領域や方法論の模索
を自分なりに追求した結果，初期の「社会化に関する研究」「逸脱行動の社会学的研究」における
手探り状態を「科学社会学の研究」における模索へと継承し，それを踏まえて「大学教授職の研究」
「学問的生産性の研究」「大学改革の研究」などにおいて展開した。制度化に関しては，大学問題調
査室，大学教育研究センター，高等教育研究開発センター，大学教育研究センター等協議会，日本
高等教育学会，などの制度化に参画して理論的・経験的に一層の発展を追求した。
　第 2に，科学社会学の体系的研究によって知識社会学および科学社会学の伝統や遺産を「高等教
育の社会学」へと援用したことは，自己の研究史の中ではかなり使命感をもって確信をもって推進
することができた点で重要な位置を占めると考えられる。「マートン科学社会学の研究」は，科学
社会学理論，科学制度，科学者共同体，科学的生産性（学問的生産性），研究の研究，評価・報賞
体系などの広範な問題を内包しており，自ずから教育社会学の研究領域や方法論の開拓に有効であ
ることが判明したと言える。
　第 3に，高等教育研究において，科学社会学に加えて，比較社会学の理論や方法を基礎とした点
が重要であると指摘できる。科学社会学の学祖マートンは「アメリカのデュルケーム」と呼称され
るように，教育社会学の学祖デュルケームの構造・機能主義，実証主義，アノミー論などの伝統，精神，
学風を科学社会学の構築において継承し展開している。この世代を超えた学問的連続性の追求は，
筆者の場合，デュルケーム研究の専門家である新堀教授からその知識社会学や教育社会学の伝統を
学び，それと同時にマートン研究を行うことによって可能になった側面が認められる。知識社会学
から科学社会学へ至る流れは，バートン・クラークによっても意識的に継承されており，その著「高
等教育システム」は高等教育研究において科学社会学を意図的かつパイオニア的に展開していると
ころに斯界への大きな貢献があるとみなされる。その意味からすれば，新堀教授と同様にクラーク
教授には，科学社会学とともに高等教育の比較社会学のアプローチと関わる学風において少なから
ず影響を受けるのは当然の帰結であったし，現実にもその視座を批判的に踏襲しながら種々の国際
比較研究を行ったのである。
　第 4に，研究領域では，科学社会学と高等教育論（学）とがオーバーラップした領域を対象にし
た場合が多いという特徴があろう。そのことは，上で述べたように科学社会学を高等教育の研究に
援用するという方法論に主として起因しているが，その守備範囲からすれば，科学社会学と高等教
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育論の交錯する領域は，科学社会と大学社会であり，あるいは科学者共同体と大学科学者共同体の
部分である以上，大学の科学・研究に関する社会的条件，機能，構造をはじめ科学者，学者，研究
者，さらには学問的生産性，研究・報賞体系などの問題に焦点が置かれるのは当然の帰結となった。
第 5に，第 4と関連するが，高等教育システム，機関，組織には，高等教育や大学に特有の構造や
機能があるのであり，科学社会学的方法論のみでは十分対応できず，その限界を超克することが課
題となった。例えば，大学の機能である研究，教育，サービス，マネジメントなどを取り上げる場
合，研究機能は科学社会学の理論や経験と馴染みが深いのに対して，その他の機能は必ずしも密接
な関係を見出せないという限界がある。その点が該当するのは，大学教育，学士課程教育，カリキュ
ラム研究，高等教育政策，管理運営，大学組織などから構成される大学改革の一連の問題を研究す
る場合であり，科学社会学の研究ではなく，教育社会学の研究を踏まえて高等教育の研究に固有な
理論，方法，視座を十分配慮する必要性があったと言える。
　第 6に，日本の高等教育システムを国際比較の中で明確にし，問題点や課題を実証的に解明す
るために，高等教育の国際比較研究を行ったことを指摘できる。換言すれば，高等教育の研究を
貫いて比較社会学的研究を行ってきた点が自分自身では重要であると考えている。それは，学生時
代から指導を受けた結果でもあり，後には講座「比較高等教育研究」や「比較高等教育論」を担当
したこととの制度的な関係も深い。例えば，クラークの「高等教育システム」の翻訳を革切りに，
OECDの共同研究「高等教育政策の国際比較」，科学研究費助成を受けた研究「大学組織の変容過
程の研究」，カーネギー調査「大学教授職の国際比較研究」，21世紀学術文化財団の助成研究「学問
的生産性・学問中心地の国際比較研究」，「FD・SDの制度化に関する国際比較研究」などは，すべ
て国際比較研究として手掛けて来たものである。
　最後に，本稿は雑駁かつ我田引水的に現在までの研究の軌跡を回想したのであるが，その結果，
恩師，先生をはじめ研究と関わる実に多くの方々の指導，助言，支援，協力を賜ったことに今更な
がら驚かされる。記して感謝の意を表したいと思う。
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Retrospective Overview on Higher Education
Research in Forty Years

Akira ARIMOTO＊

　This paper attempts a retrospective overview of the higher education research conducted by the author 

during 40 years at the time of his retirement from Hiroshima University.  The main research in these years 

focused on fi ve areas: 1) research on educational sociology, including a series of sociological studies on 

socialization, deviant behaviour, and social and educational pathology; 2) research on the sociology of 

science, including a study of theories of sociology of science, articulation of sociology of science with higher 

education research, knowledge and knowledge-based society, academic productivity, research on research and 

the research function, and graduate education; 3) studies on evaluation and reward systems mainly focusing 

on evaluation systems in the academic world; 4) research on the academic profession including a comparative 

study of the academic profession and institutionalization of faculty development (FD); 5) studies on academic 

and higher education reform, including undergraduate education, graduate education, curriculum, students, 

governance, administration and management, and integration of research, teaching and learning.

　In these areas, the author intended to shed light on problems of identity formation through socialization 

and/or institutionalization of individuals; of academic association (of educational sociology and of higher 

education research);  and of  the academic profession, universities and colleges, even though they each seem 

to be individually independent.  In addition, the author has tried to use a comparative sociological approach in 

the process of constructing a scientifi c study of higher education on the basis of educational sociology and the 

sociology of science.

　Studies and analyses were made specifi cally of the following topics: 1) initiation of higher education 

research; 2) institutionalization of educational sociology; 3) sociology of science; 4) academic productivity; 

5) articulation of  the sociology of science with higher education research; 6) the academic profession; 7) 

comparative studies on institutionalization of FD; 8) reward and evaluation systems; and 9) academic reforms.

　In drawing some conclusions, the author identifi es some characteristics in his own research activities.  First, 

identity formation in educational sociology was one of the most important missions throughout the forty-year 

long work on higher education research.  Second, articulation of the sociology of science and educational 

sociology was traced as a means to introducing and developing the tradition and heritage of sociology of 

knowledge as well as of the sociology of science.  Third, introduction of a comparative approach to theory and 

methodology in higher education research was also an important element.  Fourth, overlap of study areas in 

both the fi elds of sociology of science and of higher education was recognized and for this reason identifi ed 
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as mainly due to methodology.  Fifth, and related to the previous component, theory and methodology derived 

from the sociology of science was not necessarily useful in discussion of higher education systems, institutions 

or organizations, which are proper subjects for higher education research.  Sixth, comparative studies of higher 

education constituted a pervasive component, in order that the Japanese higher education system might be 

placed in an international perspective.


